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補正予算の規模

令和７年度の当初予算は、市長選挙の時期の都合から、新規の
政策的事業は計上せず、義務的経費や継続事業、年度当初から速やか
に実施することが必要な事業に係る経費を中心とした「骨格予算」と
して編成しました。そのため、６月補正予算において政策的事業を計

上する「肉付け予算」として編成しました。
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（１）会計区分別 予算補正規模 （単位：千円、％）

（※１）「令和７年度当初予算（骨格編成）」「５月補正予算」の合算額

（※２）「公債管理特別会計」は他の会計と重複するため、合計額から除外

【参考】令和６年度一般会計当初予算との比較

（２）新規・拡充事業数

（注）令和７年度予算は比較のため、５月補正予算の定額減税補足給付金給付事業1,556,000千円

を除いた額

（単位：千円）

当初予算（骨格） ６月補正予算 合　計（Ｂ）

131,200,000 135,020,000 1,197,300 136,217,300 5,017,300

令和６年度

当初予算（A)

令和７年度予算 差引き

（B－A）

令和6年度 令和6年度

対現計予算比 対前年同期比 6月補正額 同期予算額

A B C(A+B) C/A C/E D E

136,576,000 1,197,300 137,773,300 100.9 102.0 970,022 135,010,022

77,559,966 △ 18,900 77,541,066 100.0 97.1 12,619 79,880,007

188,695,356 244,173 188,939,529 100.1 101.7 185,767,712

402,831,322 1,422,573 404,253,895 100.4 100.9 982,641 400,657,741

区　分

一般会計

特別会計

企業会計

合　計

6月補正額現計予算額 累計額

（※１）

（※２）

新規事業 拡充事業 合計

98 43 141

（当初予算） 42 31 73

（６月補正） 56 12 68

令和７年度

項目



重点施策関係事業

最重要施策

６月補正予算は、「希望の街・下関」の実現に向けた
最重要施策と、第３次総合計画に位置付けた８つの施策の柱

に沿って予算を編成しています。
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拡 ① 学校給食費支援事業（完全無償化） 〈学校保健給食課〉 －

拡 ② 子ども医療費助成（完全無償化） 〈こども家庭支援課〉 30,000千円

　令和５年度より市立小・中学校の給食費の半額以上を支援し、保護者負担の軽減を図っているが、

令和７年度２学期以降について、給食費の完全無償化を行う。

（保護者負担補てん額　291,875千円）

《事業内容》

　対象児童・生徒見込数：16,073人（小学校　10,463人、中学校　5,610人）

　学校給食１食当たりの負担額

　子育て世帯の経済的負担軽減のため、高校生等に対して、通院、調剤等に係る医療費の助成を行う

ことで、高校生年代までの全てのこどもに対して、医療保険適用の自己負担分を全額助成する。

（令和７年１２月から制度拡充）

　

　《拡充内容》

給食費
保護者
負担額

市負担額 給食費
保護者
負担額

市負担額

小学校 295円 140円 155円 小学校 295円 0円 295円

中学校 340円 160円 180円 中学校 340円 0円 340円

令和7年度　１学期 令和7年度　2・3学期

拡充後

対象者 小中学生 高校生等 小中学生・高校生等

対象者数 約16,000人 約6,000人 約22,000人

対象医療 入院、通院、調剤等 入院 入院、通院、調剤等

助成方法 現物給付、償還払 償還払 現物給付、償還払

現　行
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最重要施策

２ 重点施策関係事業

新 ③ 子ども・子育て施設整備事業（旧第一幼稚園） 〈幼児保育課〉 5,000千円

〈道路河川建設課〉 15,000千円

新 ④ 新病院整備事業 〈地域医療課〉 112,320千円

〈文化財保護課〉 31,000千円

　老朽化が進行している幸町保育園と名池保育園を統合し、旧第一

幼稚園跡地に、民設民営を前提とした幼保連携型認定こども園を

中心に、多世代交流型複合施設を整備する。

　《事業内容》

　　・基本構想・基本計画を策定

　　・隣接する市道貴船町５号線ほか道路の拡幅工事に

　　 必要な測量設計

　地域医療構想調整会議中間報告及び第２次中間報告を

踏まえ、市立市民病院及び下関医療センターを統合した新病院

の整備に向け、建設候補地における地質調査及び文化財調査

を実施するとともに、建設に係る設計施工者の選定業務等を

行う。

　《事業内容》

　　・医療コンサルアドバイザリー業務

　　・コンストラクション・マネジメント業務

　　［債務負担行為］（Ｒ７～Ｒ１１）４１９,０００千円

　　・建設候補地の地質調査、文化財調査

建設候補地

JCHO

下関医療センター

下関市立市民病院

旧下関市立

第一幼稚園
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最重要施策

２ 重点施策関係事業

新 ⑤ 交通空白対策実証事業（AIオンデマンド・貨客混載実証） 〈都市計画課〉 39,000千円

新 ⑥ 市立学校防犯カメラ設置事業 〈学校支援課〉 ―

〈下関商業高等学校〉 ―　市立小・中・高等学校の敷地出入口付近等に、不審者・犯罪企図

者の侵入防止や犯意を抑制するため防犯カメラを設置する。

　《設置台数》

       小学校　　４１校　１００台設置

       中学校　　２１校　　５１台設置

       高等学校 　   １校　　　３台設置

　［債務負担行為］（Ｒ８～Ｒ１２）１９２,６００千円

　

　デマンド方式で運行を行っている豊田地域の生活バスについて、配車ルートや時間などに柔軟に対応でき

るＡＩオンデマンド機能を導入するとともに、車両の空きスペースを活用して日常生活用品等を運送する貨

客混載運行の実証を行う。

　

　《事業内容》

　　実証期間

　　　令和７年１０月～（予定）

　　実証区域

　　　豊田地域

　　運賃・配送料

　　　１００円／人・個（生活バスと同額）

ソーラーパネル等

防犯カメラ

映像確認用

タブレット端末等
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最重要施策

２ 重点施策関係事業

新 ⑦ 個人向け防犯カメラ設置費補助金 〈生活安全課〉 22,000千円

新 ⑧ 下関駅周辺リニューアル調査検討業務 〈都市計画課〉 20,000千円

　犯罪の起こりにくい安全なまちづくりに向けた取組を支援するため、個

人住宅用の防犯カメラの設置費用の一部を助成する。

　下関駅を中心とした周辺エリアについて、商業・居住・業務・観光等の多様な機能が集積し、賑わいの

ある都市空間形成に向けた施策を立案する。

　《事業内容》

　Ｒ７　（１）現状・課題等の整理

　　　　（２）地域のニーズ・課題把握

　　　　（３）民間事業者の意向調査

　　　　（４）各エリアの施策立案

　《助成内容》

　▸補助対象者　　住宅に防犯カメラを設置する個人

　▸補助対象経費　防犯カメラ設置費用

　▸補助率　　　　補助対象経費の１／２

　▸補助上限額　　３万円／１世帯



２ 重点施策関係事業
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施策の柱 第１ 「産業・就業」

新 ⑨ 有機農業推進事業 〈農業振興課〉 1,600千円

新 ⑩ ハンティングドローン実証支援事業 〈農業振興課〉 1,000千円

新 ⑪ 捕獲活動省力化支援事業 〈農業振興課〉 3,000千円

新 ⑫ 新規捕獲隊員確保支援事業 〈農業振興課〉 2,800千円

　下関市鳥獣被害防止対策協議会に対し、ウインチ等の導入経費を助成し、猟友会に貸与することで、

捕獲位置から車両までの運搬を省力化する。

　《事業内容》

　▸作業省力化機材（ウインチ、運搬車、ユニック等）の導入

　有機農業に取り組む認定新規就農者を輩出した実績のある農業法人

等と、雇用契約を締結し、将来的に市内を就農予定地として認定新規就

農者となる意志のある者等に対し、給付金を交付する。また、中間農業地

域又は山間農業地域で独立・自営就農する農業者に対し、給付金を交付

することで、営農に係る条件不利の解消を図る。

　《事業内容》

　▸補助対象者　認定新規就農者となる意志のある者、認定新規就農者

　▸補助額　　　雇用契約時　　　　　　　　　　   定額３０万円（１名につき１回限り）

　　　　　　　　市内で独立・自営就農時　　　　     定額３０万円（１名につき１回限り）

　　　　　　　　市内の中山間地域で営農時　　　　定額２０万円（１名につき１回限り）

　新規猟師に対して、最初の装備等の経費の一部を助成することによ

り、経済的負担を軽減し、新たな担い手を確保するとともに、捕獲活動

の周知を図るためのイベントを開催する。

　猟友会の高齢化や担い手不足の中で、捕獲活動の強化を効果的に行うために、シカの巻き狩り時に、

猟犬の役割をハンティングドローンに担わせる現地実証への支援を行う。

　《事業内容》

　　飛行ルート作成、航空局（国）への許可申請、

　　操縦者派遣、ドローン機材手配　等



２ 重点施策関係事業
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施策の柱 第１ 「産業・就業」

新 ⑬ ジビエ受入拡大支援事業 〈農業振興課〉 3,600千円

新 ⑭ 市内産木材活用促進事業 〈農林水産整備課〉 2,000千円

新 ⑮ ニューフィッシャー確保育成推進事業（漁業研修指導者確保促進事業） 〈水産振興課〉 600千円

　イノシシ、シカの受入・解体処理を行っている事業者等に対し、受入拡大に必要な設備等の導入やジビ

エの商品開発、販路開拓等に要する経費への支援を行う。

　《事業内容》

　▸補助対象経費　ジビエの受入拡大のための設備等導入に要する経費

　▸補助率　　　　補助対象経費の１／２

　▸補助上限額　　１００万円／件

　▸補助対象経費　ジビエの処理加工、新商品開発、消費宣伝活動に要する経費

　▸補助率　　　　補助対象経費の１／２

　▸補助上限額　　６０万円／件

　長期漁業研修に必要な漁具等を購入する受入漁協（支店）に対して、当該購入費の一部を補助す

る。

　市内産木材の利用促進を図るため、住宅等の内装の木質化に係る経費の一部を支援する。

　《事業内容》

　▸補助対象経費　住宅の木質化（壁・床・天井）

　▸補助単価　　　５千円／㎡（市内産木材　スギ・ヒノキ）

　▸補助上限額　　５０万円／件

　▸補助対象経費　店舗等の木質化（壁・床・天井）

　▸補助単価　　　５千円／㎡（市内産木材　スギ・ヒノキ）

　▸補助上限額　　１００万円／件

　　《事業内容》

　　▸補助対象者　　長期漁業研修生の受入漁協（支店）

　　▸補助対象経費　長期漁業研修に必要な漁具等購入費

　　▸補助率　　　　補助対象経費の１／２

　　▸補助上限額　　受入研修生１人につき６０万円

　　　　　　　　　　（研修期間中１回限り）

市内産木材使用例



２ 重点施策関係事業
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施策の柱 第１ 「産業・就業」

拡 ⑯ くじらの街下関推進事業 〈水産振興課〉 12,000千円

　《事業内容》

拡 ⑰ 唐戸市場基本構想策定業務<市場会計> 〈市場流通課〉 9,000千円

新 ⑱ 新下関市場再整備調査検討業務<市場会計> 〈市場流通課〉 3,600千円

　《事業スケジュール》

　　Ｒ７　～Ｒ８　　再整備調査検討（総事業費１２,０００千円）

　　　［債務負担行為］（Ｒ８）８,４００千円

　　Ｒ８　～Ｒ１０    庁内及び市場関係者との協議

　　　　　　　　　　再整備基本構想策定

　　Ｒ１１～Ｒ１２　基本設計、実施設計

　　Ｒ１３以降　　　再整備に着手

　新下関市場は、建設から４８年が経過し、施設の老朽化が著しく、耐震診断により耐震強度不足が

判明している。そのため、市場関係者からのヒアリング調査や青果流通の実態調査、市場運営の課題整

理等、施設の再整備に向けた調査検討を進める。

　唐戸市場は、建設から２３年が経過し、設備の老朽化が著しく進んでいる。そのため、唐戸市場の今

後のあり方について検討し、市場の安定的な継続・発展と、来場者の安全確保のため、運営体制や改築

等整備手法の利点・欠点を整理し、方針を決定する。

　母船式捕鯨船団の母港となった本市において、地域産業である捕鯨業の振興のため、市内の鯨肉加

工品の販売網の充実、くじら給食提供施設の拡大及びイベント等での鯨肉の消費喚起により鯨食習慣

の定着を促進し、「くじらの街日本一」の実現を目指す。

　《事業スケジュール》

　　Ｒ７～Ｒ８　基本構想・計画策定

　　Ｒ９　　　　基本設計

　　Ｒ１０　　　実施設計

　　Ｒ１１以降　再整備に着手

　　・スーパー等での鯨肉加工品の販売促進による家庭消費の強化、

　　  市内外での販路拡大

　　・家庭での鯨料理提供につながるくじら給食メニューの新規開発

 　   ・私立幼稚園、公立及び私立保育園等でのくじら給食の実施、

　 　その他施設やイベントへの鯨肉提供による消費喚起



２ 重点施策関係事業
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施策の柱 第１ 「産業・就業」

施策の柱 第２ 「交流・にぎわい」

新 ⑲ 商業エリア魅力向上支援事業 〈産業振興課〉 2,000千円

拡 ⑳ 奨学金返還支援事業 〈産業立地・就業支援課〉 4,000千円

　令和５・６年度に山口県補助金で実施したデータマーケティングに基づき企画立案した、にぎわい創出の

取組（イベント開催等）に係る経費を補助し、商店街の活性化を図る。

　市内企業等の人材確保及び本市の未来を担う若者の就業促進を図ることを目的として、大学等在学

中に受けた奨学金の返還を支援する補助金の更なる利用促進に向け、登録企業及び交付申請候補者

の対象を拡充することに合わせ、SNS等のデジタル媒体による広報を行い、若年層への周知活動を強化す

る。

①市内に本社がある事業者又は市内に事業所

がある中小企業者

②市内に事業所があり、市内の事業所に限定し

た採用を行う事業者

③下関市役所 ④市内新規起業者

〇転入者

※市内に就業後、継続して5年以上居住する

意思のある30歳未満の方

【ＳＮＳ】

【
拡
大
】

【
追
加
】

拡 ㉑ 全国大会出場及び優勝賞賜金 〈スポーツ振興課〉 7,650千円

〈文化振興課〉 1,090千円

　本市で活動する全ての市民等の更なる飛躍への期待を込めた応援制度として、賞賜金の拡充を図る。

《制度見直しの内容》

　①個人賞賜金の増額

　　（変更前）10,000円→（変更後）15,000円

　②団体区分及び上限の見直し

　　（変更前）全国大会 80,000円　→（変更後）15,000円×出場登録者数

　　（変更前）世界大会 90,000円　→（変更後）50,000円×出場登録者数

　　（変更前）大会優勝 50,000円　→（変更後）15,000円×出場登録者数

　③交付対象者の見直し

　　（変更前）高校生以下　→（変更後）年齢制限なし



２ 重点施策関係事業
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施策の柱 第２ 「交流・にぎわい」

新 ㉒ 下関陸上競技場施設整備コンサルティング業務 〈スポーツ振興課〉 5,000千円

新 ㉓ 観光客受入体制強化事業 〈観光政策課〉 12,000千円

新 ㉔ 山口デスティネーションキャンペーン事業 〈観光政策課〉 4,500千円

新 ㉕ 巌流島観光拠点化調査検討業務 〈観光施設課〉 10,000千円

　下関陸上競技場への大型映像装置の導入を含めた施設の魅力向上や、導入後の有効活用を図るた

めのコンサルティング業務を実施し、施設改修に向けた検討を行う。

　令和８年秋に開催される「山口デスティネーションキャンペーン」を推進

するため、関係機関合同で県内外のイベント等へ出展するほか、本市独

自に旅行代理店向けのFAMツアーを実施する。

　《事業スケジュール》

　　Ｒ７　　　施設整備コンサルティング

　　Ｒ８～　　実施設計・整備工事

　観光客の受入体制の強化に向け、観光客のニーズや動向を踏まえた実証事業を実施する。

　《事業内容》

　　・人流データシステムの導入

　　［債務負担行為］（Ｒ８～Ｒ１０）２０,２９５千円

　　・動く観光案内所の実証

　　・観光クロスオーバー協会との連携による実証事業の支援

　巌流島を観光資源として活用するため、活性化手法の分析を行い、

整備の方向性や事業手法の調査・検討を行う。
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施策の柱 第２ 「交流・にぎわい」

施策の柱 第３ 「こども・子育て・教育」

拡 ㉘ 子ども第三の居場所事業 〈子育て政策課〉 14,152千円

　養育環境等に関する課題を抱える児童に対して、居場所となる常設の拠点を開設し、児童に生活の場

を提供するとともに、家庭が抱える課題を解決するため、必要に応じて児童及び保護者への寄り添い型の

相談支援や関係機関との連絡調整を行う「児童育成支援拠点事業」を実施する。

　垢田小学校区を拠点に令和７年４月に開設した事業所に加え、さらに１か所開設し、児童が安心し

て過ごせる居場所を増やす。

常設の拠点 家庭や学校に

居づらく困難な状況

にある児童に生活

の場を提供

夢や希望の実現へ

生活習慣の形成

学習の支援、食事の提供

保護者の相談対応等

新 ㉖ レジャー・スポーツゾーン整備事業<ボートレース事業会計> 〈ボートレース事業課〉 －

新 ㉗ 下関港ウォーターフロントにぎわい創出事業<港湾会計> 〈経営課〉 18,000千円

　あるかぽーとエリア・岬之町エリアにおいて、他港にない寄港地観光プ

ログラムを造成することにより、ウォーターフロント全体のにぎわいを創出す

る。

　《事業内容》

　　イベント開催時やクルーズ客船寄港時の民間提案による

       観光プログラムの実施

　ボートレースパーク化の一環として、長府扇町第１運動場をレジャー・スポーツゾーンとして整備することで、

ボートレースファンのみならず、多くの市民や観光客が訪れるレジャースポーツ施設として整備を行う。

　《事業内容》

　　（屋内施設）

　　　・レジャープールエリア、一般プールエリア

　　　・トレーニングエリア

　　（屋外施設）

　　　・フットサルコート、ピックルボールコート　等

　［債務負担行為］（Ｒ７～Ｒ２５）２０,０００,０００千円
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施策の柱 第３ 「こども・子育て・教育」

新 ㉙ 公立こども園遊戯室エアコン設置事業 〈幼児保育課〉 100,000千円

新 ㉚ 放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業 〈子育て政策課〉 30,000千円

　

小

新 ㉛ 下関商業高等学校スポーツビジネスコース新設 〈下関商業高等学校〉 17,888千円

　夏場における戸外活動が猛暑の影響により制限されるため、公立こど

も園の遊戯室にエアコンを設置し、園児が安全に運動できる環境を確保

する。

《対象施設》

　中央こども園、豊浦こども園、垢田こども園、菊川こども園、

　豊田下こども園、西市こども園、川棚こども園、黒井こども園

　令和８年度入学者から、下関商業高等学校の商業科にスポーツビジネスコースを新設するため、必要と

なる施設の改修及び機材の準備を行う。

　放課後児童支援員の執務環境を改善し、児童と向き合う時間を確保するため、児童クラブにパソコンを

配備するとともに、ネットワーク環境を整備する。

トレーニングルームイメージ図（体育館１階）

「スポーツビジネス」コース

情報処理科
（30名）

「情報」コース

「会計」コース

1年次 2・3年次

商業に関する
学科

（160名）

商業科
（130名）

「経営」コース

「地域連携」コース

「情報」コース

「会計」コース



２ 重点施策関係事業

13

施策の柱 第５ 「都市基盤・生活基盤」

施策の柱 第４ 「健康・保健・福祉・医療」

新 ㉜ 「休憩できる」みちづくり 〈道路河川建設課〉 10,000千円

拡 ㉝ 蓋井島保健福祉館改修事業 〈福祉政策課〉 9,000千円

　蓋井島保健福祉館の耐震診断及びアスベスト含有分析調査の結果

を踏まえ、外壁、防水、内装改修工事等に係る設計を行う。

　市道上に休憩施設となるベンチを設置し、高齢者等の「買い物や散

歩」、駅前や商店街の「回遊」、観光地における「散策」など道路上に休

息や滞留できる空間を整備する。

　《事業内容》　ベンチの設置　２０基／年（予定）

　《事業期間》　Ｒ７～Ｒ９

　《事業スケジュール》

　　Ｒ６　耐震診断等

　　Ｒ７　改修設計

　　Ｒ８　外壁、防水、建物改修工事
現況

新 ㉞ 下関駅周辺地区空家等跡地活用促進補助金 〈住宅政策課〉 30,000千円

　下関駅周辺地区（下関駅から８００ｍ以内の居住誘導区域）の空き家の除却に係る費用の一部

を補助し、土地利用の活性化を促進する。

　《補助内容》

　▸補助対象経費　下関駅周辺地区の空き家の除却費用

　▸補助率　　　　補助対象経費の１／２

　▸補助上限額　　１００万円／件
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施策の柱 第５ 「都市基盤・生活基盤」

新 ㉟ 唐戸周辺地区市街地総合再生事業検討業務 〈市街地開発課〉 12,000千円

新 ㊱ 下関北九州道路彦島地区活性化調査業務 〈都市計画課〉 5,000千円

新 ㊲ 城下町長府地区街路修景整備事業 〈道路河川建設課〉 72,800千円

《事業内容》

　・住民や企業などにアンケートを実施

　・アンケートをもとにワークショップ、勉強会等を開催

　《事業内容》

　　唐戸周辺地区の市街地総合再生基本計画の作成

　下関北九州道路のインターチェンジが設置される予定の彦島地区にお

いて、地元のまちづくり団体等に対するワークショップ、勉強会等を開催

し、地域活性化施策の検討のための調査を行う。

　唐戸周辺地区は、商業施設が集積する本市の中心市街地である

が、人口減少や社会経済情勢の変化への対応、老朽化した既存建築

物の更新、土地利用の見直しなどが課題となっていることから、官民連

携により市街地総合再生基本計画を作成する。

　城下町長府地区における歩行者の回遊性の向上と賑わいの創出を目的とし、主要な道路の高質化

等を行い、安全で快適な街路整備に取り組む。

　《事業内容》

　　修景整備のための測量設計

　《対象路線》

　　長府宮の内町４号線（L=350ｍ）

　（都）南乃浜惣社町線（L=330ｍ）

　　長府南之町2号線ほか（L=500ｍ）

　　長府黒門東町2号線（L=430ｍ）

　　松原・長府駅前線ほか（L=780ｍ）

　《事業期間》

　　Ｒ７～Ｒ１１

ルートの概要
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施策の柱 第５ 「都市基盤・生活基盤」

新 ㊴ 唐戸公園再整備事業 〈公園緑地課〉 20,000千円

新 ㊵ 公園トイレ高質化事業（秋根記念公園） 〈公園緑地課〉 13,000千円

　老朽化や快適性に課題のある屋外トイレの高質化により、利用者の

利便性の向上と、地区周辺の賑わいの拡大を図る。

　《事業内容》

　　秋根記念公園屋外トイレの施設更新

　《整備スケジュール》

　　Ｒ７　アスベスト調査、地質調査、実施設計

　　Ｒ８　既存施設解体、建設工事

　《事業スケジュール》

　　Ｒ７　　　調査測量設計、再整備計画作成

　　Ｒ８以降　実施設計、再整備工事

　唐戸エリアの魅力を高め、賑わいの創出と回遊性の向上を目的に、

老朽化した唐戸公園の再整備を行う。

現況

新 ㊳ 乃木浜総合公園整備事業 〈公園緑地課〉 30,000千円

　グラウンドゴルフ場で不足している休養施設（四阿）を整備する。

　また、老朽化が著しく、更新時期を迎えている第１期整備エリアを対

象に、今後の利用促進を踏まえた基本計画を作成する。

　《事業スケジュール》

　　Ｒ７　　　休養施設整備（四阿２基）

　　　　　　　第１期整備エリア更新に係る基本計画作成

　　Ｒ８以降　第１期整備エリア更新に係る実施設計、工事

基本計画作成

休養施設整備



２ 重点施策関係事業

16

施策の柱 第７ 「安全・安心・共生・協働」

施策の柱 第６ 「環境」

新 ㊶ 一般廃棄物処理業等合理化事業 〈廃棄物対策課〉 70,058千円

　浄化槽汚泥収集運搬・清掃の営業許可を持つ事業者の廃業及び許可車両の減車に対し、「下水道

の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」(合特法)に基づき、合理化事業

計画（第1期）を策定し、廃業する事業者に転廃交付金を交付する。

　

　　合理化事業計画：令和７年２月４日に山口県承認

　　計画期間（第１期）：Ｒ７～Ｒ９

新 ㊷ 地下道防災ライブカメラ設置事業 〈道路河川建設課〉 10,000千円

　緊急通報装置が設置されていない地下道に防災カメラを設置し、ゲリラ豪雨等による冠水被害時の迅

速な対応と、ホームページでのライブ映像公開により利用者への周知を図る。

　《事業箇所》

　　地下道　１０か所（予定）

　《Ｒ７設置箇所》

　　柏崎地下道、安岡地下道、新下関第６地下道、小串駅地下道

　《事業期間》

　　Ｒ７～Ｒ９
柏崎地下道冠水状況
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施策の柱 第８ 「行政経営」

新 ㊸ 学校体育施設予約システム導入事業 〈スポーツ振興課〉 4,730千円

新 ㊹ 公立就学前施設キャッシュレス決済システム導入事業 〈幼児保育課〉 2,400千円

　学校体育施設を市民が利用する際の、登録や予約、実績報告まで、全ての手続きをオンライン化するシ

ステムを導入する。

　公立就学前施設における保護者からの現金徴収業務をキャッシュレス化・ペーパーレス化することにより、

保育士の業務負担を軽減するとともに、保護者の利便性の向上を図る。

⇒ ⇒請求 支払 管理・会計

施設 施設保護者
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新規・拡充事業として、今回の補正予算において68事業を、
当初予算（骨格予算）との合計では141事業を計上し、本市の目指

すべき将来像の実現のため各種施策を展開していきます。

総合政策部

総務部

予算額（千円）

Ｊアラート新型受信機整備業務 <防災危機管理課> 3,800

新 本庁舎通話録音装置導入業務 <資産経営課> 3,300

事　　業　　名

導入から６年以上が経過する全国瞬時警報システムの受信機を新型受信機に更新する。

通話録音装置及び告知ガイダンス機器を試験的に導入し、カスタマーハラスメント対策に供す

る。

予算額（千円）

拡 スマートシティ推進事業 <企画課> 35,000

新 公民共創型移住プロモーション創出事業 <共創イノベーション課> 4,500

新 リノベーションまちづくり版　地域おこし協力隊業務 <共創イノベーション課> 3,800

事　　業　　名

「しもまちプラス」において、地域ポイントサービス構築、都市OS連携（地域ポイント）、マイナン

バーカード認証機能を実装する。

コミュニティの拠点を創るためのまち歩きワークショップ・イベントの開催や、コミュニティ拠点の運営

等を行い、若者が地域への愛着を醸成し、移住・定住につなげる仕組みを構築する。【新しい地

方経済・生活環境創生交付金事業】

中心市街地で取り組んでいる「リノベーションまちづくり」をさらに加速させるため、地域おこし協力

隊の制度を導入し、空き家をリノベーションした拠点施設の創出や、その拠点施設を核とした地

域コミュニティの再生を行う。
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市民部

福祉部

こども未来部

予算額（千円）

新 個人向け防犯カメラ設置費補助金 <生活安全課> 22,000

（P5参照）

事　　業　　名

犯罪の起こりにくい安全なまちづくりに向け、個人住宅用の防犯カメラの設置費用の一部を助成

する。

予算額（千円）

拡 蓋井島保健福祉館改修事業 <福祉政策課> 9,000

（P13参照）

事　　業　　名

耐震診断及びアスベスト含有分析調査の結果を踏まえ、施設改修のための設計を行う。

予算額（千円）

新 放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業 <子育て政策課> 30,000

（P12参照）

拡 子ども第三の居場所事業 <子育て政策課> 14,152

（P11参照）

新 公立就学前施設キャッシュレス決済システム導入事業 <幼児保育課> 2,400

（P17参照）

事　　業　　名

児童が安心して過ごせる居場所を増やすため、垢田小学校区を拠点とする児童育成支援拠点

事業所（令和７年４月開設）に加え、さらに１か所開設する。

放課後児童支援員の執務環境を改善し、児童と向き合う時間を確保するため、児童クラブに

パソコンを配備するとともに、ネットワーク環境を整備する。

公立就学前施設における保護者からの現金徴収業務をキャッシュレス化・ペーパーレス化すること

により、保育士の業務負担を軽減するとともに、保護者の利便性の向上を図る。
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こども未来部

予算額（千円）

新 私立就学前施設ＩＣＴ化推進事業 <幼児保育課> 6,600

就学前施設副食費等物価高騰対策支援事業 <幼児保育課> 36,000

新 子ども・子育て施設整備事業（旧第一幼稚園） <幼児保育課> 5,000

（P3参照）

新 豊北こども園改修事業（公設民営移行準備） <幼児保育課> 33,000

新 公立こども園遊戯室エアコン設置事業 <幼児保育課> 100,000

（P12参照）

拡 子ども医療費助成（完全無償化） <こども家庭支援課> 30,000

（P2参照）

市内の私立保育所、幼保連携型認定こども園及び認可外保育施設において、物価高騰の影

響による事業者の負担軽減を図るため、食事の提供に要する食材料費増加相当分の支援を

行う。

　対象施設　　市内の私立保育所等39施設

　補助基準額　主食費600円/月、副食費900円/月（１人当たり）

　　　　　　　認可外保育施設は1,500円/月 （１人当たり）

豊北地区の就学前施設の一園化に向け、令和８年４月から公設民営施設として活用する豊

北こども園の改修を行う。

　改修内容　　ウッドデッキ改修、照明器具LED化、遊戯室エアコン設置

老朽化が進行している幸町保育園と名池保育園を統合し、旧第一幼稚園跡地に民設民営を

前提とした幼保連携型認定こども園を中心とした、多世代交流型複合施設の整備に向けて、

基本構想・基本計画の策定を行う。

市と民間保育所等との間で行っている給付費等の申請、算定等に係る事務処理について、クラ

ウドシステムを導入することにより、申請・審査作業のシステム化による省力化等を実現し、業務

負担の軽減を図る。【新しい地方経済・生活環境創生交付金事業】

事　　業　　名

夏場における戸外活動が猛暑の影響により制限されるため、公立こども園の遊戯室にエアコンを

設置し、園児が安全に運動できる環境を確保する。

令和７年１２月から、高校生等に対して、通院、調剤等に係る医療費の助成を開始し、高校

生年代までの全てのこどもに対して、医療保険適用の自己負担分を全額助成する。
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保健部

環境部

産業振興部

予算額（千円）

新 市立病院等光熱費・食材料費高騰対策支援事業 <地域医療課> 20,100

新 新病院整備事業<病院事業会計> <地域医療課> 112,320

（P3参照）

病院事業会計補助金 <地域医療課> 112,320

事　　業　　名

光熱費及び食材料費の価格高騰の長期化により、経営に影響を及ぼしている市立病院及び

診療所に対して支援金を交付する。

市立市民病院及び下関医療センターを統合した新病院の整備に向け、建設候補地における地

質調査を実施するとともに、建設に係る設計施工者の選定業務などを行う。

　【債務負担行為】（Ｒ７～Ｒ１１）４１９,０００千円

予算額（千円）

新 一般廃棄物処理業等合理化事業 <廃棄物対策課> 70,058

（P16参照）

事　　業　　名

「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」(合特法)に基

づき、廃業をする事業者に転廃交付金を交付する。

予算額（千円）

新 商業エリア魅力向上支援事業 <産業振興課> 2,000

（P9参照）

拡 奨学金返還支援事業 <産業立地・就業支援課> 4,000

（P9参照）

事　　業　　名

奨学金返還を支援する制度の若年層への広報活動を強化するため、ＳＮＳ等のデジタル媒

体による広報を行う。

令和５・６年度に山口県補助金で実施したデータマーケティングに基づき企画立案した、にぎわい

創出の取組（イベント開催等）に係る経費を補助し、商店街の活性化を図る。
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産業振興部

農林水産振興部

予算額（千円）

新 勤労福祉会館リニューアル事業 <産業立地・就業支援課> 5,000

勤労福祉会館の旧食堂や談話ホールを中心とした改修のほか、会館前駐車場の整備や隣接

する公園との一体的な利活用に向けたリニューアルの基本計画を策定する。

事　　業　　名

予算額（千円）

新 有機農業推進事業 <農業振興課> 1,600

（P6参照）

新 新規捕獲隊員確保支援事業 <農業振興課> 2,800

（P6参照）

新 ジビエ受入拡大支援事業 <農業振興課> 3,600

（P7参照）

新 捕獲活動省力化支援事業 <農業振興課> 3,000

（P6参照）

下関市鳥獣被害防止対策協議会に対し、ウインチ等の導入経費を助成し、猟友会に貸与する

ことで、捕獲位置から車両までの運搬を省力化する。

事　　業　　名

有機農業に取り組む認定新規就農者を輩出した実績のある農業法人等と、雇用契約を締結

し、将来的に市内を就農予定地として認定新規就農者となる意志のある者等に対し、給付金

を交付する。また、中間農業地域又は山間農業地域で独立・自営就農する農業者に対し、給

付金を交付することで、営農に係る条件不利の解消を図る。

新規猟師に対して、最初の装備等の経費の一部を助成することにより、経済的負担を軽減し、

新たな担い手を確保するとともに、捕獲活動の周知を図るためのイベントを開催する。

イノシシ、シカの受入・解体処理を行っている事業者等に対し、受入拡大に必要な設備等の導

入やジビエの商品開発、販路開拓等に要する経費への支援を行う。
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農林水産振興部

予算額（千円）

新 ハンティングドローン実証支援事業 <農業振興課> 1,000

（P6参照）

新 豊かな海創造推進事業 <水産振興課> 7,000

新 <水産振興課> 600

（P7参照）

拡 くじらの街下関推進事業 <水産振興課> 12,000

（P8参照）

新 王喜西排水機場機能強化事業 <農林水産整備課> 14,831

新 市内産木材活用促進事業 <農林水産整備課> 2,000

（P7参照）

新 吉見漁港水産物供給基盤機能保全事業 <農林水産整備課> 40,000

拡 川棚漁港施設機能強化事業 <農林水産整備課> 42,000

ハンティングドローンによる「シカ巻き狩り」の現地実証への支援を行う。

長期漁業研修に必要な漁具等を購入する受入漁協（支店）に対して、当該購入費の一部を

補助する。

市内の鯨肉加工品の販売網の充実、家庭での鯨料理提供につながるくじら給食メニューの新規

開発、くじら給食提供施設の拡大及びイベント等での鯨肉の消費喚起により鯨食習慣の定着

を促進する。

市内産木材の利用促進を図るため、住宅等の内装の木質化に係る経費の一部を支援する。

川棚漁港の物揚場改良工事を増額し、漁港機能の強化を図る。

沿岸海域における藻場の減退や二枚貝の成長不良などの問題により水産資源が減少している

現状を改善するため、上下水道局や漁業者等と連携して、海域への栄養塩類の供給に取り組

む。

吉見漁港の長寿命化と更新コストの平準化・縮減を行うため、施設の機能診断を行うととも

に、機能保全計画の見直しを行う。

ニューフィッシャー確保育成推進事業（漁業研修指導者確保促進事業）

王喜西排水機場の施設更新に向け、全体計画調査業務を行う。

事　　業　　名
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農林水産振興部

観光スポーツ文化部

予算額（千円）

拡 唐戸市場基本構想策定業務<市場会計> <市場流通課> 9,000

（P8参照）

新 新下関市場再整備調査検討業務<市場会計> <市場流通課> 3,600

（P8参照）

市場特別会計繰出金 <市場流通課> 3,780

唐戸市場の今後のあり方を検討し、運営体制や整備手法等に関する基本構想・計画を策定

する。

　【債務負担行為】（Ｒ８）８,４００千円

新下関市場再整備に向けた調査検討を行う。

事　　業　　名

予算額（千円）

新 観光客受入体制強化事業 <観光政策課> 12,000

（P10参照）

新 山口デスティネーションキャンペーン事業 <観光政策課> 4,500

（P10参照）

拡 海峡都市KANMON　Nomad誘客実証事業 <観光政策課> 10,000

巌流島汚水処理施設改修事業 <観光施設課> 19,500

事　　業　　名

デジタルノマドの継続的な受入に向けたプロモーション活動や受入体制の整備を図り、インバウンド

誘客の起爆剤とする。

観光客の受入体制の強化に向け、観光客のニーズや動向を踏まえた実証事業を実施する。

　　【債務負担行為】（Ｒ８～Ｒ１０）　２０,２９５千円

令和８年秋に開催される「山口デスティネーションキャンペーン」を推進するため、関係機関合同

で県内外のイベント等へ出展するほか、本市独自に旅行代理店向けのFAMツアーを実施する。

巌流島内公衆便所に浄化式汚水処理システムを整備する。

　［継続費］（Ｒ７～Ｒ８）　１５０,０００千円
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観光スポーツ文化部

建設部

予算額（千円）

新 巌流島観光拠点化調査検討業務 <観光施設課> 10,000

（P10参照）

新 <スポーツ振興課> 4,730

（P17参照）

新 スポーツによるまちづくり実証事業 <スポーツ振興課> 10,000

新 下関陸上競技場施設整備コンサルティング業務 <スポーツ振興課> 5,000

（P10参照）

拡 全国大会出場及び優勝賞賜金 <スポーツ振興課 ・文化振興課> 8,740

　

（P9参照）

【新しい地方経済・生活環境創生交付金事業】

学校体育施設予約システム導入事業

交流人口の拡大に向けて、スポーツツーリズムやスポーツ団体との連携事業に取り組むほか、地域

住民の運動機会の創出に向けた実証事業を行う。

事　　業　　名

巌流島を観光資源として活用するため、整備の方向性や事業手法の調査・検討を行う。

学校体育施設の利用にあたって、全ての手続きをオンライン化する予約システムを導入する。

下関陸上競技場への大型映像装置の導入を含めた施設の魅力向上や、有効活用を図るた

め、施設改修及び設備導入に向けた検討を行う。

本市で活動する全ての市民等の更なる飛躍への期待を込めた応援制度として、賞賜金の拡充

を図る。

予算額（千円）

新 地下道防災ライブカメラ設置事業 <道路河川建設課> 10,000

（P16参照）

事　　業　　名

緊急通報装置が設置されていない地下道に防災カメラを設置し、ゲリラ豪雨等による冠水被害

時の迅速な対応と、ホームページでのライブ映像公開により利用者への周知を図る。

　Ｒ７　柏崎地下道、安岡地下道、新下関第６地下道、小串駅地下道
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建設部

予算額（千円）

新 「休憩できる」みちづくり <道路河川建設課> 10,000

（P13参照）

新 子ども・子育て施設整備事業（旧第一幼稚園） <道路河川建設課> 15,000

（P3参照）

新 城下町長府地区街路修景整備事業 <道路河川建設課> 72,800

（P14参照）

新 下関駅周辺地区住宅購入・引越支援補助金 <住宅政策課> 18,500

新 下関駅周辺地区空家等跡地活用促進補助金 <住宅政策課> 30,000

（P13参照）

下関駅周辺地区（下関駅から８００ｍ以内の居住誘導区域）で住宅の建築、購入又は転

居する場合、その費用の一部を補助する。

市道上に休憩施設となるベンチを設置し、高齢者等の「買い物や散歩」、駅前や商店街の「回

遊」、観光地における「散策」など道路上に休息や滞留できる空間を整備する。

　Ｒ７　ベンチの設置　２０基（予定）

老朽化が進行している幸町保育園と名池保育園を統合し、旧第一幼稚園跡地に民設民営を

前提とした幼保連携型認定こども園を中心とした、多世代交流型複合施設の整備に向けて、

隣接する市道改良のための測量設計を行う。

城下町長府地区内の街路の修景整備のための測量設計を行う。

　Ｒ７　長府宮の内町４号線　ほか

下関駅周辺地区（下関駅から８００ｍ以内の居住誘導区域）の空き家の除去に係る費用

の一部を補助し、土地利用の活性化を促進する。

事　　業　　名
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都市整備部

予算額（千円）

新 下関駅周辺リニューアル調査検討業務 <都市計画課> 20,000

（P5参照）

新 下関北九州道路彦島地区活性化調査業務 <都市計画課> 5,000

（P14参照）

市営駐車場緊急対応業務 <都市計画課> 13,000

新 交通空白対策実証事業（AIオンデマンド・貨客混載実証） <都市計画課> 39,000

（P4参照）

新 交通空白対策実証事業（廃止バス路線代替交通モード実証） <都市計画課> 34,000

新 公共交通人材確保支援事業（運転手就労支援金） <都市計画課> 6,000

新 唐戸周辺地区市街地総合再生事業検討業務 <市街地開発課> 12,000

（P14参照）

下関駅周辺エリアの賑わいのある都市空間形成に向けた施策を立案する。

事　　業　　名

インターチェンジが設置される予定の彦島地区において、地元のまちづくり団体等に対するワーク

ショップ、勉強会等を開催し、地域活性化施策検討のための調査を行う。

廃止が予定されるバス路線において、生活バスやタクシー等による実証運行を行い、利用状況の

検証を行い、将来的な代替交通モードを検討する。

市内の交通事業者（路線バス・タクシー）に運転手として就職した者に対して、就労支援金を

支給する。

（定額３０万円、最大２年間支援）

老朽化が進む市営駐車場の長寿命化を図るため、必要な修繕工事を行う。また、長門町駐

車場周辺地区の需給調査を行う。

デマンド方式で運行を行っている豊田地域の生活バスについて、ＡＩオンデマンドを採用し、貨客

混載運行の実証を行う。

唐戸周辺地区の市街地総合再生基本計画を作成する。
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港湾局

都市整備部

予算額（千円）

新 乃木浜総合公園整備事業 <公園緑地課> 30,000

（P15参照）

新 唐戸公園再整備事業 <公園緑地課> 20,000

（P15参照）

新 公園トイレ高質化事業（秋根記念公園） <公園緑地課> 13,000

（P15参照）

グラウンドゴルフ場で不足している休養施設（四阿）を整備する。また、老朽化が著しく、更新

時期を迎えている第１期整備エリアを対象に、今後の利用促進を踏まえた基本計画を作成す

る。

調査測量設計を行い、唐戸公園の再整備計画を作成する。

事　　業　　名

秋根記念公園屋外トイレの更新に向けたアスベスト調査、地質調査、実施設計を行う。

予算額（千円）

新 下関港ウォーターフロントにぎわい創出事業<港湾会計> <経営課> 18,000

（P11参照）

拡 本港地区港湾施設再編事業<港湾会計> <経営課> 21,500

あるかぽーとエリア・岬之町エリアにおいて、他港にない寄港地観光プログラムを造成することによ

り、ウォーターフロント全体のにぎわいを創出する。

事　　業　　名

国際フェリーの更新に伴う船舶の大型化に対応した係留施設の設計や、貨物量の増加に対応

した細江ふ頭の施設配置計画変更の検討を行う。
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教育委員会

港湾局

予算額（千円）

新港地区待合施設整備事業<港湾会計> <振興課・施設課> △ 71,000

港湾特別会計繰出金 <経営課> 9,000

新港地区に整備するクルーズ旅客の待合施設について、国のガイドラインなどを踏まえた全体事

業費の増額、及び工事期間の延伸に伴い令和7年度の工事費を96,000千円減額するとともに

継続費を廃止し、新たに債務負担行為を設定する。また、施設整備にあたり、既存のSOLAS

フェンスの移設を令和７年度に実施するため工事費を 25,000千円増額する。

　【債務負担行為】（R８～R９）６００,０００千円

事　　業　　名

・継続費の廃止 ・債務負担行為の設定

国県支出金 市債 国県支出金 市債

R7 96,000 32,000 64,000

R8 144,000 48,000 96,000

計 240,000 80,000 160,000

財源内訳

200,000 400,000Ｒ８～Ｒ９ 600,000

年度 年割 期間 限度額

予算額（千円）

新 下関学（楽）推進事業 <教育政策課> 6,000

新 私立高等専修学校教育振興補助金 <教育政策課> 501

新 しものせき「夢・笑顔」クリエイト事業 <学校教育課> 900

新 市立学校防犯カメラ設置事業 <学校支援課・下関商業高等学校> －

市立小・中・高等学校の敷地出入口付近等に、不審者・犯罪企図者の侵入防止や犯意を抑

制するため防犯カメラを設置する。

　【債務負担行為】（R８～R１２）１９２,６００千円　　　　　　　　（P4参照）

事　　業　　名

子どもたちを対象とした歴史クイズ大会や、活動団体を小学校に派遣する伝統文化継承推進

事業、学芸員を中学校に派遣する歴史文化授業を実施し、歴史・自然遺産の魅力発見及び

次世代への継承意欲の醸成を図る。

高等専修学校（大学入学資格付与指定校）が実施する特色ある教育事業の経費の一部を

補助する。

子どもたちを中心として学校・地域関係者が、学校生活や地域生活を豊かで楽しいものにするた

めに、自ら企画・運営する事業を支援する。（１校区３０万円を上限に支援）



３ 各部局別 施策・事業の概要
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教育委員会

上下水道局

ボートレース企業局

予算額（千円）

長府浄水場更新事業<水道事業会計> <水道施設課> 131,853

事　　業　　名

地中の支障物対応に伴う推進工法の変更により建設工事を増額する。

　【債務負担行為】（Ｒ８～Ｒ２６）２６,８９９,２１０千円

予算額（千円）

拡 学校給食費支援事業（完全無償化） <学校保健給食課> －

新 社会教育施設Wi-Fi環境整備事業 <生涯学習課> 13,000

新 新病院整備事業（文化財調査） <文化財保護課> 31,000

新 下関商業高等学校スポーツビジネスコース新設 <下関商業高等学校> 17,888

市内の公民館等の社会教育施設にWi-Fi環境を整備し、講座やイベントなどを配信可能とす

る。

事　　業　　名

令和７年度２学期以降について、給食費の完全無償化を行い、保護者負担の軽減を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P2参照）

市立市民病院及び下関医療センターを統合した新病院の整備に向け、建設候補地における文

化財調査を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P3参照）

下関商業高等学校の２・３年次の商業科にスポーツビジネスコースを新設するため、必要となる

施設の改修及び機材の準備を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　 （P12参照）

予算額（千円）

新 <ボートレース事業課> －

ボートレース下関において、屋内レジャープールを中心としたレジャー・スポーツゾーンの整備を行う。

　【債務負担行為】（Ｒ７～Ｒ２５）２０,０００,０００千円　　　　　（P11参照）

レジャー・スポーツゾーン整備事業<ボートレース事業会計>

事　　業　　名



基金現在高の状況

６月補正予算では、国庫補助金や地方債などの特定財源を
最大限に活用しつつ、「ボートレース未来基金」と「ふるさとしもの
せき応援基金」を財源として活用しました。そのうえで不足する財源
については、財政調整基金の取り崩しにより対応しました。
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（単位：千円）

財政調整基金 減債基金 特定目的基金 合　　計

7,024,296 1,287,628 19,633,143 27,945,067

1,000,000 0 1,754,940 2,754,940

当初予算

（骨格）
△ 1,530,000 △ 164,202 △ 6,687,896 △ 8,382,098

６月補正予算

（肉付け補正）
△ 112,099 0 △ 862,780 △ 974,879

6,382,197 1,123,426 13,837,407 21,343,030

△ 642,099 △ 164,202 △ 5,795,736 △ 6,602,037

令和７年度末見込

区　　分

令和６年度末見込

令

和

７

年

度

中

の

動

静

積立額

（前年度決算剰余金など）

取崩額

残高増減

（単位：億円）



市債残高の状況

６月補正予算では、通常債の新規の借入が増加したため、
その分プライマリーバランスの赤字幅が拡大しました。
（今後、数年間は、建設・投資事業の高止まりにより、
プライマリーバランスは赤字傾向が続きます。）
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（※）臨時財政対策債、減税補てん債、猶予特例債、減収補てん債及び特別減収対策債の合計

（単位：千円）

通常債 特別債 合　計

69,971,915 40,478,521 110,450,436

当初予算

（骨格）
10,713,900 0 10,713,900

６月補正予算

（肉付け補正）
266,300 0 266,300

計【Ａ】 10,980,200 0 10,980,200

6,730,574 4,146,682 10,877,256

74,221,541 36,331,839 110,553,380

△ 4,249,626
通常債プライマリーバランス

【Ｂ―Ａ】

令和７年度末残高見込

区　分

令和６年度末残高見込

令

和

７

年

度

中

の

動

静 償還額【Ｂ】

借入額

（※）

（単位：億円）



ボートレース未来基金 充当事業

ボートレース事業収益を原資とした、
「ボートレース未来基金」から６.6億円を取り崩し、

次代を担う子どもたちの健全な成長や、未来に夢と希望を持てる
まちづくりに資する施策に活用します。
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（単位：千円）

国県 地方債 その他 基金 一財

1 子ども・子育て施設整備事業（旧第一幼稚園） 5,000 5,000 0

2 公立こども園遊戯室エアコン設置事業 100,000 95,300 4,700 0

3 保健 新病院整備事業<病院事業会計> 112,320 112,320 0

4 産業振興 勤労福祉会館リニューアル事業 5,000 5,000 0

5 城下町長府地区街路修景整備事業 72,800 32,200 36,500 4,100 0

6 子ども・子育て施設整備事業（旧第一幼稚園） 15,000 8,250 6,000 750 0

7 乃木浜総合公園整備事業 30,000 30,000 0

8 唐戸公園再整備事業 20,000 20,000 0

充当Ⅰ　合計 360,120 40,450 137,800 0 181,870 0

9 市民 個人向け防犯カメラ設置費補助金 22,000 22,000 0

10 放課後児童クラブICT化推進事業 30,000 19,666 10,334 0

11 子ども医療費助成（完全無償化） 30,000 30,000 0

12 産業振興 奨学金返還支援事業 4,000 4,000 0

13 唐戸市場基本構想策定業務<市場会計> 9,000 6,300 2,700 0

14 新下関市場再整備調査検討業務<市場会計> 3,600 2,520 1,080 0

15 巌流島観光拠点化調査検討業務 10,000 10,000 0

16 下関陸上競技場施設整備コンサルティング業務 5,000 5,000 0

17 下関駅周辺リニューアル調査検討業務 20,000 20,000 0

18 交通空白対策実証事業（AIオンデマンド・貨客混載実証） 39,000 26,000 13,000 0

19 交通空白対策実証事業（廃止バス路線代替交通モード実証） 34,000 34,000 0

20 唐戸周辺地区市街地総合再生事業検討業務 12,000 4,000 8,000 0

21 港湾 下関港ウォーターフロントにぎわい創出事業<港湾会計> 18,000 9,000 9,000 0

22 学校給食費支援事業（完全無償化） 0 △ 291,875 291,875 0

23 下関商業高等学校スポーツビジネスコース新設 17,888 17,888 0

充当Ⅱ　合計 254,488 58,666 0 △ 283,055 478,877 0

総　計 614,608 99,116 137,800 △ 283,055 660,747 0

こども未来

充

当

Ⅱ

 

ソ

フ

ト

事

業

ほ

か

こども未来

都市整備

財源

充

当

Ⅰ

 

建

設

・

投

資

事

業

事業費事業名部　局区分

建設

教育

農林水産振興

都市整備

観光ｽﾎﾟｰﾂ文化



ふるさとしものせき応援基金 充当事業

ふるさとしものせき応援寄附金を積み立てた、
「ふるさとしものせき応援基金」から２億円を取り崩し、寄附時

に指定をいただいた分野に沿った施策に活用します。
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（単位：千円）

分野 部局
事業期間
（予定）

基金
充当額

子ども第三の居場所事業 拡充 こども未来 R7 4,718

公立就学前施設キャッシュレス決済システム導入事業 新規 こども未来 R7 1,200

私立就学前施設ICT化推進事業 新規 こども未来 R7 3,300

下関学（楽）推進事業 新規 教育 R7 6,000

15,218

分野 部局
事業期間
（予定）

基金
充当額

公民共創型移住プロモーション創出事業 新規 総合政策 R7～8 2,250

下関駅周辺地区住宅購入・引越支援補助金 新規 建設 R7～ 14,000

16,250

分野 部局
事業期間
（予定）

基金
充当額

市立病院等光熱費・食材料費高騰対策支援事業 新規 保健 R7 20,100

20,100

分野 部局
事業期間
（予定）

基金
充当額

新規捕獲隊員確保支援事業 新規 農林水産振興 R7 2,800

ジビエ受入拡大支援事業 新規 農林水産振興 R7 3,600

捕獲活動省力化支援事業 新規 農林水産振興 R7 3,000

ハンティングドローン実証支援事業 新規 農林水産振興 R7 1,000

10,400

小計

小計

小計

医療福祉の充実

子育て支援等

人口減少対策

事業名

事業名

事業名

有害獣対策と

ジビエ活用

事業名

小計



７ ふるさとしものせき応援基金 充当事業
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（単位：千円）

分野 部局
事業期間
（予定）

基金
充当額

スマートシティ推進事業 拡充 総合政策 R7 6,200

商業エリア魅力向上支援事業 新規 産業振興 R7 1,000

有機農業推進事業 新規 農林水産振興 R7 1,600

豊かな海創造推進事業 新規 農林水産振興 R7 7,000

ニューフィッシャー確保育成推進事業（漁業研修指導

者確保促進事業）
新規 農林水産振興 R7 600

くじらの街下関推進事業 拡充 農林水産振興 R7 12,000

市内産木材活用促進事業 新規 農林水産振興 R7 2,000

観光客受入体制強化事業 新規 観光スポーツ文化 R7 12,000

山口デスティネーションキャンペーン事業 新規 観光スポーツ文化 R7 4,500

海峡都市KANMON　Nomad誘客実証事業 拡充 観光スポーツ文化 R7 5,000

巌流島汚水処理施設改修事業 観光スポーツ文化 R7～8 19,500

学校体育施設予約システム導入事業 新規 観光スポーツ文化 R7 2,365

地下道防災ライブカメラ設置事業 新規 建設 R7～9 1,000

「休憩できる」みちづくり 新規 建設 R7～9 10,000

下関駅周辺地区空家等跡地活用促進補助金 新規 建設 R7～ 30,000

下関北九州道路彦島地区活性化調査業務 新規 都市整備 R7 5,000

公共交通人材確保支援事業（運転手就労支援金） 新規 都市整備 R7～8 6,000

公園トイレ高質化事業（秋根記念公園） 新規 都市整備 R7～8 13,000

社会教育施設Wi-Fi環境整備事業 新規 教育 R7 1,300

140,065

基金充当額　合計 202,033

まちの活性化

小計

事業名



一般会計の状況
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（１）歳入・歳出（目的別区分）

（単位：千円、％）

現計予算額 6月補正額 累計額
令和6年度

同期予算額
増減比

A B C(A+B) D (C-D)/D

34,110,812 34,110,812 32,295,267 5.6

9,183,724 9,183,724 9,156,489 0.3

26,198,662 26,198,662 26,668,873 △ 1.8

1,400,099 1,400,099 963,879 45.3

3,377,903 3,377,903 3,343,217 1.0

23,560,641 128,233 23,688,874 24,486,246 △ 3.3

9,885,375 83,263 9,968,638 8,613,263 15.7

359,684 359,684 223,298 61.1

8,516,791 974,879 9,491,670 9,026,397 5.2

うち財政調整基金 1,530,000 112,099 1,642,099 1,400,000 17.3

うち特定目的基金 6,687,896 862,780 7,550,676 7,388,110 2.2

600,000 600,000 924,022 △ 35.1

8,668,409 △ 255,375 8,413,034 7,205,381 16.8

10,713,900 266,300 10,980,200 12,103,690 △ 9.3

136,576,000 1,197,300 137,773,300 135,010,022 2.0

571,665 571,665 570,366 0.2

13,126,850 47,690 13,174,540 12,261,797 7.4

53,603,470 288,152 53,891,622 51,253,801 5.1

10,787,523 202,478 10,990,001 10,123,607 8.6

322,494 9,000 331,494 525,506 △ 36.9

4,156,537 130,431 4,286,968 4,819,676 △ 11.1

6,770,824 61,780 6,832,604 6,363,867 7.4

14,131,876 357,300 14,489,176 16,055,554 △ 9.8

6,254,881 3,800 6,258,681 4,759,308 31.5

14,095,914 96,669 14,192,583 13,249,475 7.1

1,124,400 1,124,400 3,313,000 △ 66.1

11,529,566 11,529,566 11,614,065 △ 0.7

100,000 100,000 100,000 0.0

136,576,000 1,197,300 137,773,300 135,010,022 2.0

予 備 費

土 木 費

消 防 費

労 働 費

計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

計

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

寄 附 金 、 諸 収 入

市 債

区　　分

歳

　

　

　

　

入

歳

　

　

　

出

分担金及び負担金

使用料及び手数料

市 税

譲与税、交付金等

地 方 交 付 税

議 会 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

国 庫 支 出 金



８ 一般会計の状況
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（２）歳出（性質別区分）

（３）過年度の一般会計当初予算規模との比較（再掲）

（単位：億円）

（単位：千円、％）

現計予算額 6月補正額 累計額
令和６年度
同期予算額

増減比

A B C(A+B) D (C-D)/D

20,641,990 6,136 20,648,126 20,630,544 0.1

30,981,205 38,152 31,019,357 28,708,205 8.1

11,529,266 11,529,266 11,613,765 △ 0.7

63,152,461 44,288 63,196,749 60,952,514 3.7

19,869,622 468,100 20,337,722 22,992,814 △ 11.5

18,745,222 468,100 19,213,322 19,679,814 △ 2.4

7,529,554 153,800 7,683,354 10,217,977 △ 24.8

11,215,668 314,300 11,529,968 9,461,837 21.9

15,857,590 12,780 15,870,370 15,610,884 1.7

37,696,327 672,132 38,368,459 35,453,810 8.2

53,553,917 684,912 54,238,829 51,064,694 6.2

136,576,000 1,197,300 137,773,300 135,010,022 2.0

区　　　分

義

務

的

経

費

投資的経費

うち普通建設事業

う ち 補 助 事 業

う ち 単 独 事 業

一

般

行

政

経

費

繰 出 金

そ の 他

計

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

小 計

（単位：千円）

当初予算（骨格） ６月補正予算 合　計（Ｂ）

131,200,000 135,020,000 1,197,300 136,217,300 5,017,300

（注）令和７年度予算は比較のため、５月補正予算の定額減税補足給付金給付事業1,556,000千円を除いた額

令和６年度

当初予算（A)

令和７年度予算 差引き

（B－A）



令和７年度

６月補正予算案の概要

令和７年５月

〒750-8521 下関市南部町１番１号

下関市財政部 財政課

《URL》
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《E-mail》

zszaisei@city.shimonoseki.yamaguchi.jp


